
○○店消防計画（地震防災規程）　《 小規模 》
震災対策
（目的等）

第１条　この計画は、名古屋市が強化地域と指定され消防法施行規則第３条第３項の規定に適合する消防計画の変更が義務付けられたため、○○店における震災対策を定め、地震被害の軽減を図る。なお震災対策にあっては、別に定めのある場合を除きこの計画による。ただし防災教育及び訓練等にあっては、防火教育及び消防訓練も含む。

（震災予防対策）

第２条　各従業員は地震時の被害を軽減するために日頃から事務機器等の転倒防止措置、窓ガラスの飛散防止措置等を行い、帰宅困難な従業員等の発生を考慮して飲料水（１日一人3㍑）、非常食等の備蓄品について想定される量を確保し定期的に点検する。

　　地震が発生した場合には、従業員はまず身の安全を守ることを第１に、次に第二次災害発生防止に努める。

（東海地震注意情報発表時から警戒宣言が発令されるまでの措置）

第３条　東海地震注意情報の発表を知った従業員は、直ちに防火管理者等に報告する。

２　報告を受けた防火管理者等は、テレビ・ラジオ等を通じて情報を確認し本計画に基づく必要な措置をとるものとする。

(1) 東海地震注意情報を入場者へ伝えるとともに、帰宅を促す。

　(2) 自衛消防隊の任務を確認するともに、出火防止、応急措置及び設備の点検を行わせる。

(3) 社員を時差退社させるとともに残留者を確認する。

(4) その他必要な事項

（警戒宣言発令時の対応策）

第４条　東海地震に関する警戒宣言が発令された場合は、原則として営業は中止する。

２　自衛消防隊は、次の活動を行う。

(1) 情報収集班（　　　　　　）

　テレビ・ラジオ等により情報の収集を行い従業員及び入場者等に対し、警戒宣言が発令された旨の情報伝達を行う。入場者への情報伝達にあっては、混乱防止を図るため避難誘導班を配置させた後に行う。

(2) 消火班（　　　　　　）
　火気使用設備・器具の使用は原則として禁止し、やむを得ず使用する場合は、最小限にして監視人を置く等の措置を行う。また震災予防措置の確認並びに非常持出品の準備を行う。

(3) 避難誘導班（　　　　　）

入場者が混乱しないで、退出できるよう誘導する。

３　営業時間外に警戒宣言が発令された場合には、事前に指定された保安要員は自主的に出社する。

４　防火管理者等は、退社状況を確認のうえ必要な保安要員等を除き、従業員を退社させるものとする。

（防災教育等の実施）

第５条　防火管理者は、従業員に対して防火・防災等に関する教育等を実施し、所轄消防署に対して訓練指導を要請する場合は火災予防条例に定める別記様式を提出するものとする。

















































































































